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1
寝屋川市立小・
中学校ＩＣＴ機
器廃棄

　年度末までに担当係長が業務マニュアルを
作成し、今回の指摘やヒアリング内容ととも
に課内で共有し、職員に再委託時に必要な内
容を再度確認させることとします。
　また、主任係長・総括係長で起案時に内容
を確認し、事務担当係長で再度、起案内容及
び文書事務・契約事務における確認を行い、
課長代理及び課長でマニュアルに記載の「事
務事業全般に係る留意点及びその他特記事項
等」についての確認を徹底することとしま
す。

学校教育部 教育指導課

2

池の里市民交流
センター施設使
用料還付に係る
資金前渡

　今回の事案については、個人的な問題とせ
ずに、文化スポーツ室内全体の課題であると
認識し、室全体として規程に基づいた事務決
裁区分を行うよう徹底しました。
　今後は、統合型内部事務システムの付箋機
能を活用して、事務決裁区分を再度確認でき
るように複数人で確認することとします。

社会教育部
文化スポー
ツ室

3
社会教育委員会
議　委員報酬

　今回の事案については、個人的な問題とせ
ずに、社会教育課内全体の課題であると認識
し、課全体として規程に基づいた事務決裁区
分を行うよう徹底しました。
　今後は、統合型内部事務システムの付箋機
能を活用して、決裁区分を再度確認できるよ
うに重複人で確認することとします。

社会教育部 社会教育課

4

地域公共ネット
ワーク教育用セ
キュリティライ
センス管理業務
委託

　起案時点で金額がどの決裁区分に当たるか
を常に確認できるよう、職員の手元に規程等
を常備し起案の都度必ず確認することとしま
した。
　今回の指摘事項を課内で共有し、職員に再
委託時に必要な内容を再度確認させるととも
に、令和５年度末までに業務マニュアルに追
記することとします。

学校教育部 教育指導課

令和５年度定期監査等結果報告に対する措置状況

指　摘　事　項

５　合議について

⑸　起案文書について、記載
金額が50万円以上の場合は契
約課長の合議が必要である
が、合議を経ずに施行されて
いた。

⑷　契約の相手方から書面に
よる再委託の申請が提出さ
れ、再委託を承諾することの
起案を行っていたが、起案文
書について再委託の事項が全
て記載されていなかった。

⑷　起案文書について、記載
金額が50万円以上の場合は財
政課長の合議が必要である
が、合議を経ずに施行されて
いた。

⑺　起案文書について、専決
権者である社会教育部部長に
よって決裁されなければなら
ないところ、文化スポーツ室
長による決裁で施行されてい
た。

４　専決について

３　再委託について
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